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 第１章．業務継続計画（地震対策）の基本的な考え方    
 

１－１．業務継続計画の概要                       
 

（１）業務継続計画（ＢＣＰ）とは 

業務継続計画（ＢＣＰ：Business Continuity Plan）とは、災害時に行政自ら

も被災し、人、物、情報及びライフライン等利用できる資源に制約がある状況下

において、野洲市地域防災計画（以下「地域防災計画」という。）における災害

応急対策業務及び災害時においても優先的に継続すべき通常業務（以下「非常時

優先業務」という。）を特定するとともに、業務の執行体制や対応手順、継続に

必要な資源の確保をあらかじめ定め、地震による大規模災害発生時にあっても、

適切な業務執行を行うことを目的とした計画である。 

 

（２）業務継続計画の効果 

災害発生時には、業務量が急激に増加し、極めて膨大なものとなる。特に、被

害状況の確認など発災直後から非常に短い時間の間に膨大な災害応急対策業務が

発生し、それらを迅速かつ的確に処理しなければならない。 

このような場合において、業務継続計画をあらかじめ策定することにより、非

常時優先業務を適切かつ迅速に実施することが可能となる。 

具体的には、地域防災計画や災害対応マニュアルでは必ずしも明らかでなかっ

た「行政も被災する深刻な事態」も考慮した非常時優先業務の執行体制や対応手

順が明確となり、業務の執行に必要な資源の確保が図られることで、災害発生直

後の混乱で行政が機能不全になることを避け、早期により多くの業務を実施でき

る。 

また、次図に示すように、業務立ち上げ時間の短縮や発災直後の業務レベル向

上といった効果を得るとともに、自らも被災者である職員の睡眠や休憩、帰宅な

ど安全衛生面の配慮の向上も期待できる。 

 

■業務継続計画の効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「大規模災害発災時 

における地方公共団体の業 

務継続の手引き」 

（内閣府・H28.2） 
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（３）非常時優先業務とは 

大規模災害発生時にあっても優先して実施すべき業務が非常時優先業務であ

る。具体的には、災害応急対策業務や早期実施の優先度が高い災害復旧・復興業

務等(これらを「応急業務」と総称する。)のほか、業務継続の優先度の高い通常

業務が対象となる。 

なお、発災後しばらくの期間は、業務の実施に必要な資源を非常時優先業務に

優先的に割り当てるために、非常時優先業務以外の通常業務は積極的に休止する

か、又は非常時優先業務の実施の支障とならない範囲で業務を実施する。 

 

■非常時優先業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：「大規模災害発災時における地方公共団体の業務継続の手引き」（内閣府・H28.2） 

 

１－２．計画の目的                         
 

大規模地震により行政が被災し、職員や庁舎、ライフライン等に利用制約があ

る場合であっても、災害対応や市民生活に重大な影響をもたらす非常時優先業務

を適切に行うことによって、災害対策の拠点となる市庁舎の機能低下を最小限に

留めながら、市民の生命、生活及び財産を保護し、社会経済活動の維持を目的と

して、業務継続計画を策定する。 

 

１－３．業務継続計画の必要性及び地域防災計画との関係               
 

災害対策基本法に基づく地域防災計画は、災害予防、災害応急対策、災害復旧

や復興について実施すべき事項が定められているが、応急業務の枠を超える業務

についてまで網羅する計画でないことから、市役所の人員や施設・設備等が甚大

な被害を受けた場合の対応までは規定されておらず、過去の災害では、業務継続

に支障を及ぼす庁舎の被災や停電、ライフライン等市民生活に大きな影響が生じ

た。 
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また、地方公共団体は、平常時から住民への公共サービスの提供を担っている

が、これらの業務の中には、災害時にあっても継続が求められる業務が多く含ま

れている。 

したがって、地域防災計画に定める業務を大規模災害発生時にあっても円滑に

実施するためには、業務継続計画を策定し、地方公共団体自身が被災するなどの

制約が伴う状況下にあっても、応急業務に限らず、優先的に継続すべき通常業務

までを含めた業務の継続が遂行できる体制をあらかじめ整えておくことが必要と

なる。 

 
■業務継続計画と地域防災計画との関係（内容の主な相違点） 

出典：「大規模災害発災時における地方公共団体の業務継続の手引き」（内閣府・H28.2） 

 業務継続計画 地域防災計画 

 

作成主体等 

 

 

都道府県又は市町村が作成

し、自ら実施する計画である。 

 

地方防災会議が作成し、都道府県、

市町村、防災関係機関等が実施する

計画である。 

 

計画の趣旨 

 

発災時に必要資源に制約があ

る状況下であっても、非常時優

先業務を目標とする時間・時期

までに実施できるようにする

（実効性の確保）ための計画で

ある。 

災害対策基本法に基づき、発災

時又は事前に実施すべき災害対策

に係る実施事項や役割分担等を規

定するための計画である。 

 

行政の被災 
行政の被災を想定（庁舎、職

員、電力、情報システム、通信等

の必要資源の被災を評価）し、利

用できる必要資源を前提に計画

を策定する必要がある。 

行政の被災は、必ずしも想定す

る必要はないが、業務継続計画の

策定などによる業務継続性の確保

等については計画に定める必要が

ある。 

 

対象業務 
非常時優先業務（災害応急対

策、災害復旧、復興業務だけでな

く、優先度の高い通常業務）を対

象とする。 

災害対策に係る業務（災害予防、

災害応急対策、災害復旧・復興）を

対象とする。 

 

業務開始目標時

間 

非常時優先業務ごとに業務開

始目標時間を定める必要がある

（必要資源を確保し、目標とす

る時間までに、非常時優先業務

を開始・再開する）。 

業務開始目標時間は必ずしも定

める必要はない（一部の地方公共

団体では、目標時間を記載してい

る場合もある）。 

業務に従事する

職員の水・食料

等の確保 

業務に従事する職員の水・食

料、トイレ等の確保について検

討のうえ、記載する必要がある。 

業務に従事する職員の水・食料、

トイレ等の確保に係る記載は、必

ずしも記載する必要はない。 
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     第２章．野洲市業務継続計画の基本方針       
 

２－１．計画の基本方針（ＢＣＰの目標）                 
 

野洲市業務継続計画（以下「本計画」という。）では、大規模災害時における

本市の業務執行の基本方針は、次のとおり。 
 

 

方針 １ 
市民の生命、身体及び財産等の保護(非常時優先業務の最優 

先の実施)。 

 

地震が発生した場合には、市民の生命、身体及び財産を災害から保護 

し、その安全を確保するとともに、市民生活や経済活動等の維持を図る 

ため、非常時優先業務を最優先に実施する。 
 

 

方針 2 

 

 

職員の防災意識の向上と防災対策の推進 

 

災害時であっても応急対策へスムーズに対応できるように、職員の防 

災意識の向上及び防災対策の推進を図る。 
 

 

方針 ３ 

 

 

非常時優先業務を実施するための体制を確立 

 

市職員が被災後も業務に従事できるための対策を講ずるとともに、早 

期参集等による必要な人員の確保及び庁舎・電力・通信等に係るその他 

の業務資源の確保を図るなど、非常時優先業務を効果的・効率的に実施 

するための体制を確立する。 
 

 

方針 ４ 

 

非常時優先業務以外の業務は、原則として停止・休止 

 

人材・施設・資機材等の資源を非常時優先業務へ集中的に投入するた 

め、非常時優先業務以外の業務は、原則として停止・休止する。 
 

 

方針 ５ 

 

 

継続的な改善 

 

訓練等を通じて問題点や課題点を把握し、継続的に点検・見直しを行 

う。 
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２－２．計画の構成                          
 

大規模地震発生時における本計画を、以下の構成とする。 
 

第１章 業務継続計画（震災対策）の基本的な考え方 

【内容】 

 計画策定の目的及び上位計画となる地域防災計画との関係を示す。 
 

第２章 野洲市業務継続計画の基本方針 

【内容】 

 大規模災害時における業務執行の基本方針及び計画対象組織、計画発動・

解除を定める。 
 

第３章 被害状況の想定 

【内容】 

 県の地震被害想定に基づく本市の人的・物的被害を想定する。 
 

第４章 非常時優先業務の選定 

【内容】 

 想定される大規模災害発生後、１か月以内に実施しなければならない非常

時優先業務の選定基準及び選定結果を記載する。 
 

第５章 非常時優先業務継続のための体制確立 

【内容】 

 配置基準（震度）による業務執行体制と職員参集予測、庁舎等の施設・設

備課題と対応策を示す。 
 

第６章 業務継続体制の向上 

【内容】 

 計画の運用を図るため、教育・訓練等による継続的な取り組みを定める。 
 

２－３．計画の対象                           
 

本計画の対象は、市の全組織を対象とする。 
 

２－４．計画の発動・解除                           
 

本計画は、次のいずれかの場合に発動又は解除する。 

（１）本計画は、次のいずれかの場合に発動する。 

○市内で震度６弱以上の地震が発生し、災害対策本部が設置された場合 

○被害状況により、災害対策本部長（市長）が必要と認めた場合 

 （２）本市における全ての非常時優先業務が、概ね完了したと災害対策本部 

長（市長）が認めた場合に解除する。 
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        第３章．被害状況の想定           
 

３－１．想定する災害                                                    
 

滋賀県地震被害想定（平成26年3月）による本市域に影響を及ぼすと考えられ

る主な地震は、「琵琶湖西岸断層帯地震」、「花折断層帯地震」、「南海トラフ

巨大地震」がある。 

 そのうち、県全域に及ぼす影響としては「琵琶湖西岸断層帯地震」による南部

からの断層破壊被害が最も大きいものの、本市における人的及び建物被害は北部

からの断層破壊被害が大きい。最大震度は「６強」で、兵主学区から中里学区、

北野学区の揺れが激しいと想定されている。 

また、南海トラフ巨大地震は、３０年以内の地震発生確率が７０％から８０％

と推定され、広範囲に被害を及ぼす災害で、極めて社会的影響が大きい被害が想

定されていることから、これら大規模地震による被害を想定する。 

 
 

■琵琶湖西岸断層帯地震と 

震度分布図 
※右記の震度分布図は、ケース１ 

とケース２の複合図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料；『滋賀県地震被害想定』（平成 26 年 3月） 
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■滋賀県の想定地震と市の人的被害・最大震度 

 

※Ｍ・・マグニチュード Ｍｗ・・モーメントマグニチュード（岩盤のずれの規模）  

※発災想定時期・・冬 深夜 風速８ｍ 

 

３－２．被害状況の想定                         
 

（１） 本市全体の被害状況の想定 

「琵琶湖西岸断層帯地震（ケース１）」における本市の被害状況は、次表のとお

り想定されている。 

琵琶湖西岸断層帯地震 

想定

最大

震度 

建物被害（棟数） 人的被害（人） 避難者／７日後（人） 

全壊 半壊 全焼 死者数 負傷者 避難所 全避難者 

６強  847 3,594 ― 48 739 4,843 9,686 

 

（２）本館等の被害状況の想定 

地震が発生したとき、本庁舎周辺は震度６弱、北部合同庁舎周辺は震度６強の

揺れが想定される。 

地震発生時に本庁舎等の公共施設は、耐震基準を満たしていることから使用不

能となる重大な損壊は生じないものと想定しているが、地震直後における市全域

の９０％が停電に、７６％が断水するなどライフライン機能に大きな支障が生じ

ると想定される。 

したがって、想定する被害を建築物の強度、建物内部(執務空間)、ライフライ

ン（電力、上下水道、通信等）とする。 

本館等の対象施設の被害状況の想定は、次表のとおり。 

 

 

地 震 名 
地震

規模 

破壊開始点(震源)の

位置 

人的被害/人 

(上・死者数) 

(下・負傷者数) 

最大 

震度 

琵琶湖西岸断層帯地震 
 
７.８     
 Ｍ 

ケース１  
北部断層破壊 

４８ 
    ７３９ 

 

６強 

ケース２  
南部断層破壊 

     ４２ 
    ６６１ 

７ 

花折断層帯地震 
 
７.４ 
 Ｍ 

ケース２  
中部南側断層破壊 

     １０ 
 ２７７ 

６強 

ケース３  
南部断層破壊 

      ０ 
  １７７ 

６強 

南海トラフ巨大地震 
 
９.０ 
Ｍｗ 

基本ケース  
従来の震源域を拡大 

      ０ 
     ７７ 

６弱 

陸側ケース  
基本ケースを陸側に
シフト 

     ４１ 
   ６８９ 

６強 
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■本館等の対象施設の被害状況の想定 

項目 

被害状況の想定（復旧予想） 

市役所（本館）（3

階建、3775.8㎡） 

別館（2階建、

1 0 0 1 . 8 ㎡ ） 

西別館（2階建、

7 9 7 . 4 ㎡ ） 

北部合同庁舎（3

階建、2311.0㎡） 

強度等 

〇震度は、最大 

６弱と想定され 

る。 

〇2004年に新築 

した部分は新耐 

震基準に適合し 

ており、旧部分 

は同年に耐震改 

修済みであり、 

使用不能となる 

重大な被害や損 

壊は生じないも 

のと想定する。 

〇震度は、最大 

６弱と想定され 

る。 

〇2004年に耐震 

改修済みで、使 

用不能となる重 

大な被害や損壊 

は生じないもの 

と想定する。 

〇震度は、最大 

６弱と想定され 

る。 

〇1997年に新耐 

震基準により新 

築しており、使 

用不能となる重 

大な被害や損壊 

は生じないもの 

と想定する。 

 

〇震度は、最大 

６強と想定され 

る。 

〇1997年に耐震 

改修済みで、使 

用不能となる重 

大な被害や損壊 

は生じないもの 

と想定する。 

執務

空間 

〇固定していな 

いオフィス什器 

のほとんどが転 

倒・落下、ガラ 

スの破損や飛散 

等により、執務 

室の使用再開に 

は数時間の復旧 

作業を要する。 

〇固定していな 

いオフィス什器 

のほとんどが転 

倒・落下、ガラ 

スの破損や飛散 

等により、執務 

室の使用再開に 

は数時間の復旧 

作業を要する。 

〇固定していな 

いオフィス什器 

のほとんどが転 

倒・落下、ガラ 

スの破損や飛散 

等により、執務 

室の使用再開に 

は数時間の復旧 

作業を要する。 

〇固定していな 

いオフィス什器 

のほとんどが転 

倒・落下、ガラ 

スの破損や飛散 

等により、執務 

室の使用再開に 

は数時間の復旧 

作業を要する。 

電力 

〇発災後12時間 

程度は外部電源 

の供給はないと 

想定する。 

なお、非常用 

発電機は７２時 

間程度の稼働を 

見込む。 

〇発災後12時間 

程度は外部電源 

の供給はないと 

想定する。 

なお、非常用 

発電機は７２時 

間程度の稼働を 

見込む。 

〇発災後12時間 

程度は外部電源 

の供給はないと 

想定する。 

なお、非常用 

発電機は７２時 

間程度の稼働を 

見込む。 

〇発災後12時間 

程度は外部電源 

の供給はないと 

想定する。 

なお、非常用 

発電機は５時間 

程度の稼働を見 

込む。 

通信

施設 

〇一般の電話・ 

FAX は、停電や 

断線のため通信 

不能と予測され 

るが、接続が可 

能となった場合 

においても、回 

線の集中による 

利用制限等によ 

り数日間はつな 

がりにくい状況 

が継続する。 

 

〇一般の電話・ 

FAX は、停電や 

断線のため通信 

不能と予測され 

るが、接続が可 

能となった場合 

においても、回 

線の集中による 

利用制限等によ 

り数日間はつな 

がりにくい状況 

が継続する。 

 

〇一般の電話・ 

FAX は、停電や 

断線のため通信 

不能と予測され 

るが、接続が可 

能となった場合 

においても、回 

線の集中による 

利用制限等によ 

り数日間はつな 

がりにくい状況 

が継続する。 

 

〇一般の電話・ 

FAX は、停電や 

断線のため通信 

不能と予測され 

るが、接続が可 

能となった場合 

においても、回 

線の集中による 

利用制限等によ 

り数日間はつな 

がりにくい状況 

が継続する。 
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〇携帯電話・イ 

ンターネット 

は、基地局等の 

損傷・大量アク 

セスによる利用 

制限等により数 

日間はつながり 

にくい状況が継 

続する。 

〇携帯電話・イ 

ンターネット 

は、基地局等の 

損傷・大量アク 

セスによる利用 

制限等により数 

日間はつながり 

にくい状況が継 

続する。 

〇携帯電話・イ 

ンターネット 

は、基地局等の 

損傷・大量アク 

セスによる利用 

制限等により数 

日間はつながり 

にくい状況が継 

続する。 

〇携帯電話・イ 

ンターネット 

は、基地局等の 

損傷・大量アク 

セスによる利用 

制限等により数 

日間はつながり 

にくい状況が継 

続する。 

県防

災行

政無

線 

〇地上系は、公 

衆回線の断裂、 

衛星系について 

は設備の被災に 

より利用不能と 

なる可能性があ 

る。 

（未設置） （未設置） （未設置） 

情報

シス

テム 

〇データセンタ 

ー(大津市)が被 

災すると大半の 

システムダウン 

 が予想される。

なお、非常用 

発電機による端 

末の稼働は、可 

能と想定する。 

〇データセンタ 

ー(大津市)が被 

災すると大半の 

システムダウン 

 が予想される。

なお、非常用 

発電機による端 

末の稼働は、可 

能と想定する。 

〇データセンタ 

ー(大津市)が被 

災すると大半の 

システムダウン 

 が予想される。

なお、非常用 

発電機による端 

末の稼働は、可 

能と想定する。 

〇データセンタ 

ー(大津市)が被 

災すると大半の 

システムダウン 

 が予想される。

なお、非常用 

発電機による端 

末の稼働は、可 

能と想定する。 

エレ

ベー

ター 

〇発災後12 時間 

程度は外部電源 

の供給がないた 

め稼働しない。 

〇発災後12 時間 

程度は外部電源 

の供給がないた 

め稼働しない。 

（未設置） 〇発災後12 時間 

程度は外部電源 

の供給がないた 

め稼働しない。 

空調 

〇発災後12 時間 

程度は外部電源 

の供給がないた 

め稼働しない。 

〇発災後12 時間 

程度は外部電源 

の供給がないた 

め稼働しない。 

〇発災後12 時間 

程度は外部電源 

の供給がないた 

め稼働しない。 

〇発災後12 時間 

程度は外部電源 

の供給がないた 

め稼働しない。 

上下

水道

設備 

〇管路や浄水場 

の被害により発 

災後３日～１週 

間程度は外部か 

らの給水が得ら 

れないため応急 

給水及び受水層 

（１1ｔ・6ｔ） 

で対応する。 

また、下水路 

管の破損により 

排水設備が利用 

できないと想定 

する。 

〇管路や浄水場 

の被害により発 

災後３日～１週 

間程度は外部か 

らの給水が得ら 

れないため応急 

給水及び受水層 

（１1ｔ・6ｔ） 

で対応する。 

また、下水路 

管の破損により 

排水設備が利用 

できないと想定 

する。 

〇管路や浄水場 

の被害により発 

災後３日～１週 

間程度は外部か 

らの給水が得ら 

れないため応急 

給水及び受水層 

（１1ｔ・6ｔ） 

で対応する。 

また、下水路 

管の破損により 

排水設備が利用 

できないと想定 

する。 

〇管路や浄水場 

の被害により発 

災後３日～１週 

間程度は外部か 

らの給水が得ら 

れないため応急 

給水及び受水槽 

で対応する。 

また、下水路 

管の破損により 

排水設備が利用 

できないと想定 

する。 
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■総合防災センター等の対象施設の被害状況の想定 

項目 

被害状況の想定（復旧予想） 

総合防災センター 

（2階建、773.44㎡） 

中主防災コミュニティ

センター 

（2階建、864.0㎡） 

野洲防災センター 

（1階建、409.0㎡） 

強度

等 

〇震度は、最大６弱と 

想定される。 

〇2013年に新耐震基準 

により新築しているた 

め、使用不能となる重 

大な被害、損壊は生じ 

ないものと想定する。 

〇震度は、最大６強と 

想定される。 

〇2002年に新耐震基準 

により新築しているた 

め、使用不能となる重 

大な被害、損壊は生じ 

ないものと想定する。 

〇震度は、最大６弱と 

想定される。 

〇1997年に新耐震基準 

により新築しているた 

め、使用不能となる重 

大な被害、損壊は生じ 

ないものと想定する。 

執務

空間 

〇固定していないオフ 

ィス什器のほとんどが 

転倒や落下、ガラスの 

破損や飛散により、使 

用再開には数時間の復 

旧作業を要する。 

〇ガラスや照明の破損 
や飛散、オフィス什器 
の転倒、散乱により、 
使用再開には時間を要 
する。 

〇備蓄倉庫物品等が転 

倒や散乱等により、使 

用再開には時間を要す 

る。 

電力 

〇電力は、発災後12時 

間程度は外部電源の供 

給はないと想定する。 

なお、非常用発電機 

は７２時間程度稼働す 

る。 

〇電力は、発災後12時 

間程度は外部電源の供 

給はないと想定する。 

なお、非常用発電機 

は５時間程度稼働する。 

 

〇電力は、発災後12時 

間程度は外部電源の供 

給はないと想定する。 

 

通信

施設 

〇一般の電話・FAX 

は、停電や断線のため 

通信不能と予測される 

が、接続が可能となっ 

た場合においても、回 

線の集中による利用制 

限等により数日間はつ 

ながりにくい状況が継 

続する。 

〇携帯電話・インター 

ネットは、基地局等の 

被災・大量アクセスに 

よる利用制限等により 

数日間はつながりにく 

い状況が継続する。 

〇一般の電話・FAX 

は、停電や断線のため 

通信不能と予測される 

が、接続が可能となっ 

た場合においても、回 

線の集中による利用制 

限等により数日間はつ 

ながりにくい状況が継 

続する。 

〇携帯電話・インターネ

ットは、基地局等 

の被災・大量アクセス 

による利用制限等によ 

り数日間はつながりに 

くい状況が継続する。 

〇一般の電話・FAX 

は、停電や断線のため 

通信不能と予測される 

が、接続が可能となっ 

た場合においても、回 

線の集中による利用制 

限等により数日間はつ 

ながりにくい状況が継 

続する。 

〇携帯電話・インター 

ネットは、基地局等の 

被災・大量アクセスに 

よる利用制限等により 

数日間はつながりにく 

い状況が継続する。 

県防

災行

政無

線 

（未設置） （未設置） （未設置） 

情報

シス

〇データセンター(大津 

市)が被災すると大半の 

システムダウンが予想 

〇データセンター(大津 

市)が被災すると大半の 

システムダウンが予想 

（未設置） 
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テム される。なお、非常用 

発電機による端末の稼 

働は、可能と想定され 

る。 

される。なお、非常用 

発電機による端末の稼 

働は、可能と想定され 

る。 

エレ

ベー

ター 

〇発災後12 時間程度は 

外部電源の供給がない 

ことから稼働しない。 

〇発災後12 時間程度は 

外部電源の供給がない 

ことから稼働しない。 

（未設置） 

空調 

〇発災後12 時間程度は 

外部電源の供給がない 

ため稼働しない。 

〇発災後12 時間程度は 

外部電源の供給がない 

ため稼働しない。 

（未設置） 

 

上下

水道

施設 

〇管路や浄水場の被 

害により発災後３日～ 

１週間程度は外部から 

の給水が得られないた 

め、応急給水及び受水 

槽で対応する。 

また、下水路管の破 

損により排水設備が利 

用できないことを想定 

する。 

〇管路や浄水場の被 

害により発災後３日～ 

１週間程度は外部から 

の給水が得られないた 

め、応急給水及び受水 

槽で対応する。 

また、下水路管の破 

損により排水設備が利 

用できないことを想定 

する。 

〇管路や浄水場の被 

害により発災後３日～ 

１週間程度は外部から 

の給水が得られないた 

め、応急給水及び受水 

槽で対応する。 

また、下水路管の破 

損により排水設備が利 

用できないことを想定 

する。 

※阪神・淡路大震災において、約12時間後に停電戸数の約80％が復旧した。熊本地震 

では約18時間、東日本大震災においては、約72時間を要している。  

 

       第４章．非常時優先業務の選定           

地震発災時には職員自身の被災や庁舎の被害など、災害時に必要な活動資源に

制約を伴う状況下でも、市民の生命・財産を保護するために地域防災計画で定め

る災害応急対策業務を早急に実施するとともに、市民生活に欠かせない通常業務

の継続や早期回復も重要な課題である。 

このため、想定する期間内に開始・再開すべき業務を非常時優先業務として選

定する。 

 

４－１．対象期間                           

 

非常時優先業務は、発災直後から市民生活が落ち着きを取り戻すと考えられる

１か月以内に着手が必要で、かつ、目標レベルに到達している業務とする。 

 

※新耐震基準に関する建物強度の基準は次のとおり。 

・震度 6強から 7に達する大規模地震で倒壊・崩壊しない。 

・震度 5強程度の中規模地震ではほとんど損傷しない。 
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４－２．対象業務の範囲                        
 

非常時優先業務は、地域防災計画における災害応急対策と一部の復旧・復興対

策からなる「災害応急対策業務」と、災害時においても継続が求められる「優先

度の高い通常業務」を対象とする。 

これらの非常時優先業務に対して限られた人的・物的資源を集中的に投入し、

もって大規模災害時においても市民の生命・財産・経済活動等を守るものとする

る。 

 

４－３非常時優先業務の選定                       
（１）非常時優先業務の選定 

基本方針及び選定基準に基づき、以下のとおり非常時優先業務を選定した。 

■業務区分と内容 

 

災害応急対策業務 

地域防災計画で定める予防業務、応急対策業務、復旧・復興業務のうち、市が災害時

に行わなければならない業務を本計画では「災害応急対策業務」とする。 

該当する業務は、地域防災計画・震災対策編で市が担う業務のうち第３部 災害応急対

策計画のすべてと、第４部 災害復旧計画の一部とする。 

 

優先度の高い通常業務 

野洲市事務分掌規則をはじめとする組織に関する規則等による、市民の生命・生活・

財産・経済活動等を守るためや、市役所の基幹的な組織機能を維持するための観点か

ら、災害時においても概ね１か月以内に着手しなければならない優先度の高い業務を、

本計画では「優先度の高い通常業務」とする。 

業 務 区 分 内  容 

非 
常 
時 
優 
先 
業 
務 

災害応急対策業
務 

○災害発生時に行う業務 
・地域防災計画「第３部 災害応急対策計画」における業務 
・地域防災計画「第４部 災害復旧計画」で挙げられている業務
のうち、被災者の生活支援等に供する業務 

優先度の高い通
常業務 

○野洲市事務分掌規則等による概ね１か月以内に着手しなければ
ならない業務 

・市民の生命・健康・財産を守る業務 
・市の意思決定に必要な業務 
・その他、休止することができない業務 

休止業務 
○ 通常業務のうち、休止・延期する業務 
・一定期間（１か月超）先送りすることが可能な業務 
・災害復興までの間、休止・延期することがやむをえない業務 
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（２）非常時優先業務選定の基準 

非常時優先業務の選定基準は、次表のとおり。 

 

■非常時優先業務の業務開始目標時間の考え方 

業務開始 

目標時間 

該当する業務の 

考え方 
代表的な業務例 

３時間以

内 

・職員及び家族の

安全確保 

・初動体制の確立 

・被災状況の把握 

・救助・救急の開

始 

・避難所の開設 

a.災害対策の根幹となる体制立ち上げ業務（人、場所、

通信、情報等） 

b.被害の把握（被害情報の収集・伝達・報告） 

c.発災直後の火災等対策業務（消火、避難・警戒・誘導

処置等） 

d.救助・救急体制確立に係る業務（応援要請、部隊編成・

運用） 

e.避難所の開設、運営業務 

f.組織的な業務遂行に必須な業務（幹部職員補佐、公印

管理等） 

 

１日以内 

・応急活動（救助・

救急以外）の開 

始 

・避難生活支援の

開始 

・重大な行事の手

続き 

a.短期的な二次被害予防業務（土砂災害危険箇所におけ

る避難等） 

b.市管理施設の応急復旧に係る業務（道路、上下水道、

交通等） 

c.衛生環境の回復に係る業務（防疫活動、保健衛生活

動、廃棄物処理等） 

d.災害対策活動体制の拡充に係る業務（応援受け入れ

等） 

e.遺体の取扱い業務（収容、保管、事務手続き等） 

f.避難生活の開始に係る業務（衣食住の確保、供給等） 

g.社会的に重大な行事等の延期調整業務（選挙等） 

 

３日以内 

・被災者への支援

の開始 

・他の業務の前提

となる行政機能

の回復 

a.避難生活の向上に係る業務（入浴、メンタルヘルス、

防犯等） 

b.災害対応に必要な経費の確保に係る業務（財政計画業

務等） 

ｃ.業務システムの再開等に係る業務 

 

２週間以

内 

・復旧・復興に係

る業務の本格化 

a.生活再建に係る業務（被災者生活再建支援法等関係業

務、住宅確保等） 
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・窓口行政機能の

回復 

b.産業の復旧・復興に係る業務（農林水産、商工業対策

等） 

c.教育再開に係る業務 

d.金銭の支払、支給に係る業務（契約、給与、補助費

等） 

e.窓口業務（届出受理、証明書発行等） 

 

１か月以

内 

・その他の行政機

能の回復 

a.その他の業務 

資料：「大規模災害発災時における地方公共団体の業務継続の手引き」（内閣府 H28.2）          

 

（３）非常時優先業務の選定結果 

前項の非常時優先業務の選定基準を参考に選定した結果は、次表のとおり。 

なお、非常時優先業務の事業内容及び開始目標時間等の詳細は、別に記載す

る。 

 

■非常時優先業務の選定結果（Ｒ３：Ｈ３１） 

 

年 度 

非 常 時 優

先業務 

Ａ＋Ｂ 

 

応急業務 

  Ａ 

 

通常業務 

   

 

優先度の高い

通常業務/Ｂ 
休止業務 

令和３年   629    260 1,038 369 669 

平成３１年   648 277 1,035 371 664 

 

■非常時優先業務の開始目標時間別の選定結果（Ｒ３：Ｈ３１） 

 

 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｈ３１

Ｒ３

158

153

112

109

182

178

63

56

72

67

61

66

664

669

11

３時間以内 １日以内 ３日以内 １週間以内

２週間以内 １か月以内 １か月超
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■非常時優先業務の発災直後からの開始目標時間別の選定結果 

 

開始目標時間 
災害応急 
対策業務 

優先度の高 
い通常業務 

合計 
比率  
(％)  

３時間以内    ９７    ５６ １５３ ２４ 

１日以内 ７４   ３５ １０９ １７ 

３日以内 ５６  １２２ １７８ ２８ 

１週間以内 １８    ３８ ５６ ９ 

２週間以内 １１    ５６ ６７ １１ 

１か月以内     ４   ６２ ６６ １１ 

非常時優先業務合計   ２６０ ３６９ ６２９ １００ 

１か月超（休止業務） 
 
    

６６９ ６６９  

 

■班別の災害応急対策業務特定数 

  開始目標時間（着手時間） 

部 名 班 名 
 計 

３時間

以内 

１日 

以内 

３日 

以内 

1週間

以内 

2週間

以内 

１か月

以内 

危機管理部 総括班 25 19 3 3 0 0 0 

  100% 76% 12% 12% 0% 0% 0% 

本部事務局 受援調整班 3 0 3 0 0 0 0 

  100% 0% 100% 0% 0% 0% 0% 

総務部 総務班 22 9 10 3 0 0 0 

  100% 41% 45% 14% 0% 0% 0% 

 救護調査班 9 0 2 0 4 2 1 

  100% 0% 22% 0% 45% 22% 11% 

政策調整部 広報班 10 2 4 3 1 0 0 

  100% 20% 40% 30% 10% 0% 0% 

 財務情報班 15 7 0 3 1 3 1 

  100% 46% 0% 20% 7% 20% 7% 

議会部 議会班 2 2 0 0 0 0 0 

  100% 100% 0% 0% 0% 0% 0% 

市民・健康 救護避難対策班 8 4 1 3 0 0 0 

福祉部  100% 50% 13% 37% 0% 0% 0% 
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 保健・医療救護対 18 8 0 8 2 0 0 

 策班 100% 44% 0% 44% 12% 0% 0% 

 福祉班 28 3 8 15 0 0 2 

  100% 11% 29% 53% 0% 0% 7% 

 保育班 3 2 1 0 0 0 0 

  100% 67% 33% 0% 0% 0% 0% 

都市建設部 土木班 10 5 5 0 0 0 0 

  100% 50% 50% 0% 0% 0% 0% 

 住宅班 5 1 1 1 2 0 0 

  100% 20% 20% 20% 40% 0% 0% 

 都市計画班 4 2 1 1 0 0 0 

  100% 50% 25% 25% 0% 0% 0% 

本部事務局 物流チーム 6 0 4 2 0 0 0 

  100% 0% 67% 33% 0% 0% 0% 

環境経済部 環境衛生班 15 1 6 5 2 1 0 

  100% 7% 40% 33% 13% 7% 0% 

 農林水産班 7 1 3 2 0 1 0 

  100% 14% 43% 29% 0% 14% 0% 

 商工班 11 4 5 0 1 1 0 

  100% 36% 46% 0% 9% 9% 0% 

みず事業所 水道総務班・給水班  28 8 14 5 0 1 0 

 下水道班・復旧班 100% 29% 50% 18% 0% 3% 0% 

教育部 学務班 3 2 0 1 0 0 0 

  100% 67% 0% 33% 0% 0% 0% 

 学校班 9 5 1 0 2 1 0 

  100% 56% 11% 0% 22% 11% 0% 

 炊出班 2 0 0 0 2 0 0 

  100% 0% 0% 0% 100% 0% 0% 

 教育支援班 8 4 1 1 1 1 0 

  100% 50% 13% 13% 12% 12% 0% 

学区連絡所 学区連絡所班 9 8 1 0 0 0 0 

 学区連絡所支援班 100% 89% 11% 0% 0% 0% 0% 

 合   計 260 97 74 56 18 11 4 

  100% 37% 28% 22% 7% 4% 2% 

 前計画選定結果 277 108 75 59 19 13 3 



17 

 

 

■主な災害応急対策業務の開始時期 

主な業務名 
３時間 

以 内 

１ 日 

以 内 

３ 日 

以 内 

１週間 

以 内 

２週間 

以 内 

１か月 

以 内 

災害対策本部の設
置、運営 

      

被害状況の収集、広
報活動 

      

被災者の避難誘導、
医療救護 

      

指定避難所の開設       

道路・河川・橋梁等
の被害調査及び応
急対策 

      

水道施設の被害調
査及び応急給水 

      

職員の参集状況の
把握 

      

人的受援の把握、応
援要請 

      

福祉関連避難施設
の設置、運営 

      

災害対策用物資の
把握 

      

被災者台帳の作成       

被災地区の防疫対
策 

      

ボランティアセン
ターの開設 

      

遺体処理及び埋火
葬 

      

がれき等廃棄物の
処理 

      

被害家屋調査の実
施 

      

応急仮設住宅・市営
住宅の確保、入居者
選定 

      

学校の再開準備と
応急教育 

      

救助用食料の確保       

罹災証明書の発行       

義援金の募集・管理       

義援金の配分       

被災見舞金・災害弔
慰金の支給 

      

 



18 

 

■部局別の優先度の高い通常業務特定数 

 

所属名 

開始目標時間（着手時間） 

 計 
３時間
以 内 

１ 日 
以 内 

３ 日 
以 内 

１週間
以 内 

２週間
以 内 

１か月

以 内 

１か月
超 

総務部 132 11 3 10 2 3 11 92 

政策調整部 39 2 1 5 1 1 3 26 

会計課 9 0 1 3 1 0 1 3 

議会事務局 32 3 2 2 1 1 1 22 

監査委員事務局 6 1 0 2 0 0 0 3 

市民部 81 3 2 8 3 2 0 63 

健康福祉部 301 8 9 42 17 9 21 195 

都市建設部 53 2 0 4 3 4 4 36 

環境経済部 135 7 7 21 3 6 4 87 

農業委員会事務局 30 0 0 3 0 1 5 21 

教育委員会 220 19 10 22 7 29 12 121 

   計 1,038 56 35 122 38 56 62 669 

 100% 5% 3% 12% 4% 5% 6% 65% 

前計画選定結果 1,035 50 37 123 44 59 58 664 

 100% 5% 4% 12% 4% 6% 5% 64% 

※市立野洲病院は、令和元年７月１日作成の災害マニュアルで対応する。 

 

   第５章．非常時優先業務継続のための体制確立       
 

５－１．業務執行体制の整備                          

 

震度４以上の地震が発生し、災害の発生に関わらず、市職員は直ちに災害情報

を収集し、関係機関と調整を図りながら初期活動を行う。 

 

配備基準 配備体制 配備内容 

① 市域で震度４の地
震が発生した場合  

〇地震１号体制  
責任者：市民部次長  
・総括班(危機管理課長・危機管理課全職 
員）  

・総務班(総務課長・職員１人) 
・財務情報班(企画調整課長)・職員１人)  
・広報班(広報秘書課長・職員１人) 
・救援避難対策班(市民課長・職員１人)  
・土木班(道路河川課長・職員１人)  
・農林水産班(農林水産課長・職員１人)  
・水道総務班(上下水道課長・職員１人)  

災害に関する
情報収集及び県
との情報交換を
行う体制  
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・学務班(教育総務課長・職員１人)  
 

① 市域で震度５弱の
地震が発生した場
合  

〇地震２号体制  
責任者：市民部長（危機管理監）  
・緊急初動対策班  
・主査級以上の職員  
 

災害に関する
情報収集及び応
急対策を準備す
る体制  

① 市域で震度５強の
地震が発生した場
合  

② その他副市長が必
要と認める時  

〇災害警戒本部体制  
責任者：副市長  
・緊急初動対策班  
・全職員  
・各学区連絡所班  
 

災害に関する
警戒若しくは小
規模の応急対策
を実施する体制  
 

① 災害救助法の適
用を必要とする
災害が発生した
時  

② 市内で震度６弱以
上の地震が観測さ
れた時、あるいは
大規模地震の発生
により強力な組織
をもって災害応急
対策を実施する必
要があると判断さ
れた時  

〇災害対策本部体制  
責任者：本部長(市長) 
・緊急初動対策班  
・全職員  
・各学区連絡所班  

市が全力をあ
げて防災活動を
実施する体制  
 

 

５－２．職員の確保                           
 

（１）参集可能職員数の把握 

大規模災害発生後の職員確保は、非常時優先業務を実施する上での最重要

課題の一つであり、特に勤務時間外に発災した場合は、多くの職員が自宅等

からの参集となるため、職員の参集時間を予測し、参集可能職員により着手

可能な業務をあらかじめ想定しておく必要がある。 

参集想定に当っては、「国土交通省業務継続計画」の職員参集予測を参考

に、発災時における職員の参集状況を算出する。 

算出結果は、「各部各班の時期別参集人数」のとおり。 

 

■職員参集予測の条件 

対象職員 正規職員（再任用職員を含む） 

参集手段 徒歩 

歩行速度 ４㎞／ｈ 

歩行距離の上限 ２０㎞ 

※２０㎞圏外の職員は、公共交通機関の回復まで参集不可 
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参集距離 職員居住地から参集先まで 

時間区分 「１時間以内」「３時間以内」「12時間以内」「３日以内」

「１か月以内」の５区分 

参集困難の割合 発災３日までは４割の職員が参集困難 

発災１か月後で１割の職員が参集困難 

 

■職員参集予測の考え方 ※市役所（小篠原 2100-1）を基準とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



21 

 

 

 

 

 

各部各班の時期別参集人数 

    

 

 

 

 

(2021 年 11 月 1 日現在) 

部 名 班 名 

時期別参集人数 

全職員数 
１時間 

以 内 

３時間 

以 内 

１２時間

以  内 

１～３日

以  内 

４日～１

か月以内 

危機管理

部 
総括班 

5 2 3 3 3 5 

100% 40% 60% 60% 60% 100% 

総務部 総務班 
20 7 10 12 12 18 

100% 35% 50% 60% 60% 90% 

  
救護調査
班 

19 6 8 9 9 18 

100% 32% 42% 47% 47% 95% 

政策調整

部 
広報班 

4 1 2 2 2 4 

100% 25% 50% 50% 50% 100% 

  
財務情報
班 

22 5 12 12 12 20 

100% 23% 55% 55% 55% 91% 

議会部 議会班 
7 2 3 4 4 7 

100% 29% 43% 57% 57% 100% 

市民・健

康福祉部 

救護避難 
対 策 班   

15 2 7 8 8 14 

100% 13% 47% 53% 53% 93% 

  
保健・医療
救護対策
班 

32 4 11 19 19 29 

100% 13% 34% 59% 59% 91% 

  福祉班 
44 11 21 26 26 40 

100% 25% 48% 59% 59% 91% 

  保育班 
110 13 53 63 63 99 

100% 12% 48% 57% 57% 90% 

都市建設

部 
土木班 

14 2 6 8 8 13 

100% 14% 43% 57% 57% 93% 

  住宅班 
8 2 4 5 5 7 

100% 25% 50% 63% 63% 88% 

  
都市計画
班 

6 0 4 4 4 5 

100% 0% 67% 67% 67% 83% 

環境経済

部 

環境衛生
班 

10 3 5 6 6 9 

100% 30% 50% 60% 60% 90% 

  
農林水産
班 

12 3 5 7 7 10 

100% 25% 42% 58% 58% 83% 
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※令和３年度職員参集調査（野洲市役所までの参集距離調査）から得た人数・距離により、
国土交通省の参集予測を参考に参集可能人数を計算する。（小数点以下四捨五入） 
※各こども園・保育所・幼稚園は、職場までの距離で計算する。 
※部長、政策監、次長については、人事課の割り当て所属課に参入する。 
※所属別参集人数は、資料編に記載する。 

 

（２）職員の確保対策 

   非常時優先業務に必要な人数が不足する場合は、以下の対策を行う。 
 

①非常時優先業務の絞り込み 

  地震が休日や夜間に発生した場合においては、特に人員不足が想定さ 

 れるため、非常時優先業務を絞り込み、参集職員による実施体制を構築 

する。 

 

 

②各部を横断した業務実施体制の確立と受援計画 

  非常時優先業務に必要な人員不足が生じる場合は、部内で人的調整を行 

う。なお不足する場合は、各部からの要請に基づき、受援調整班で調整し、 

各部を横断した職員の投入及び外部からの人的支援を行う。 

  また、専門的知識が必要とされる業務への職員不足を想定し、業務経験 

 者の活用や職員ＯＢによる応援などを受ける。 

  商工班 
6 2 3 4 4 5 

100% 33% 50% 67% 67% 83% 

みず事業

所 

水道総務
班・給水
班・下水道
班・復旧班  

10 2 5 6 6 9 

100% 20% 50% 60% 60% 90% 

教育部 学務班 
5 1 2 3 3 5 

100% 20% 40% 60% 60% 100% 

  学校班 
12 4 7 7 7 11 

100% 33% 58% 58% 58% 92% 

  炊出班 
12 3 8 8 8 11 

100% 25% 67% 67% 67% 92% 

  
教育支援
班 

30 4 14 19 19 27 

100% 13% 47% 63% 63% 90% 

学区連絡

所 

学区連絡 
所支援班 

23 7 13 15 15 22 

100% 30% 57% 65% 65% 96% 

  合  計 
426 86 206 250 250 388 

100% 20% 48% 59% 59% 91% 
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③職員等の安否確認 

  業務継続には、職員の所在や安否確認、家族の安否と自宅の被害状況を 

 知ることが重要となる。特に、地震が休日・夜間に発生した場合は、あら 

かじめ決められた方法により、自己の被災状況等の報告を所属長に行う。 

  所属長は、職員等の安否確認を集約し、総務班へ報告する。 

報告内容は、次のとおり。 

  １）本人の安否情報：無事・負傷（怪我の程度や入院先） 

  ２）家族の安否情報：無事・負傷・不明 

  ３）参集の可否：可能・不可能（到着予定時刻とその理由） 

  ４）自宅の被害状況：損傷なし・損傷あり（被害の状況） 

５) 周辺の被害状況：自ら確認した被害状況等 

 

 

５－３．非常時優先業務に必要な施設･設備等の対策             
 

非常時優先業務を業務開始目標時間までに開始するためには、施設や設備の

ほか、水・食料など様々な必要資源の確保が必要となる。そのためには、想定

する地震が発生した際の課題や対応策を整理し、業務継続のための執行環境を

整える。 
 

（１）本館等の安全対策 

本館、別館、西別館、北部合同庁舎、総合防災センター、中主防災コミュニ

ティセンター、野洲防災センターの耐震化の現状や対応策は、次表のとおり。 

 

■本館等の耐震化の状況と課題等 

建物

名称 

想
定
震
度 

建築年 

構造 

階数 

延床面積

（㎡） 

耐震性能 

(新耐震/

旧耐震) 

耐震改修

年 

課  題 対 応 策 

本 館 

(旧部

分） 

６

弱 

1968 

鉄筋ｺﾝｸﾘ

ｰﾄ造 

3 階地下

1 階 

2067.0 

旧耐震 

2004 年 

改修済 

 
築 53 年が経過、耐

震改修を経て 2008 年
に大規模改修を行う
が、建物本体の経過年
数や大地震発生後に
設備等が一時的に使
用できない可能性も
あり、不測の事態に備
え代替施設の検討が
必要。 

  
平成 30 年 3 月に公共施

設等総合管理計画を策定。 
 令和元年 8 月に個別施
設計画を作成。 
 令和 6 年度に、自動火災
報知器、非常放送装置の改
修、令和 8 年度に、本館・
別館の空調設備の改修を
予定している。 
 また、仮設庁舎やオフィ
スのリスト作成を行う。 
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本 館 

( 新 築

部分) 

６

弱 

2004 

鉄骨造 

3 階 

1708.8 

新耐震 

  
供用開始から17年、

今後継続的に空調機
器等の設備更新をす
る必要がある。 

  
本館と同様 

別館 
６

弱 

1968 

鉄筋ｺﾝｸﾘ

ｰﾄ造 

2 階 

1001.8 

旧耐震 

2004 年 

改修済 

 
築 53 年が経過、耐

震改修を経て 2008 年
に大規模改修を行う
が、建物本体の経過年
数や大地震発生後に
設備等が使用できな
い可能性もあり、不測
の事態に備え代替施
設の検討が必要。 

 

 
本館と同様 

西 別

館 

６

弱 

1997 

鉄骨造 

2 階 

797.4 

新耐震 

 
築 24 年が経過、耐

用年数が 38 年であ
り、今後、大規模改修
が必要。 

 
平成 30 年 3 月に公共施

設等総合管理計画を策定。 
令和元年 8 月に個別施

設計画を作成。 
西別館、南別館、東別館

については老朽化が見ら
れることから、庁舎建物の
再編時に改修を検討する。 

 

北部合

同庁舎 

６

強 

1974 

鉄筋ｺﾝｸﾘ

ｰﾄ造 

3 階 

2311.0 

旧耐震 

1997 年 

改修済 

 
築 47 年が経過、耐

震改修を経て 2014 年
に大規模改修を行っ
たが、建物本体の経過
年数や大地震発生後
に設備等が使用でき
ない可能性もあり、不
測の事態に備え代替
施設の検討が必要。 

 

 
平成 30 年 3 月に公共施

設等総合管理計画を策定。 
令和元年 8 月に個別施

設計画を作成。 
また、庁舎建物の再編時

に改修を検討する。 

総 合
防 災
セ ン
ター 

６

弱 

2013 

鉄筋ｺﾝｸﾘ

ｰﾄ造 

2 階 

773.4 

 

新耐震 

  
 

中 主
防 災
コ ミ
ュ ニ
テ ィ
セ ン
ター 

６

強 

2002 

鉄筋ｺﾝｸﾘ

ｰﾄ造 

2 階 

新耐震 

 
築 19 年が経過、施

設の長寿命化や大規
模改修により適正な
施設管理が必要。 

 
平成 30 年 3 月に公共施

設等総合管理計画を策定。 
令和元年 8 月に個別施設
計画を作成。 
 令和 5 年度に、自動火災
報知器、非常放送装置の改
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864.0 修、令和 6 年度に、屋上防
水工事を予定している。 
 

野 洲
防 災
セ ン
ター 

６

弱 

1997 

鉄骨造 

1 階 

409.0 

新耐震 

 
築 24 年が経過、耐

用年数が 31 年で、
2013 年に大規模改修
を行った 
 

 

 
平成 30 年 3月に公共施

設等総合管理計画を策定。 

 

 

■ライフライン等の対策 

【本館・別館・西別館】 

区分 項目 現状 課  題 対 応 策 

電 

力 

 

1.非常用発電機 

(1)発電方式 

 

 

 

(2)設置場所 

 

 

 

(3)発電機の起動 

方法 

(4)冷却水確保の 

体制 

(5)燃料確保の体 

 制 

(6)庁内での電力 

配分 

(7)保守点検業者 

 

1. 

（1）ラジエータ冷

却方式（重油）の

発電機 1 基を設

置。 

（2）浸水の可能性 

＝無 

揺れによる転倒

＝無 

（3）自動起動 

 

（4）未確立 

 

（5）4,000ℓ 

    

（6）庁舎等設備

(電灯・情報通信機

器等)の半分程度

に供給 

（7）スターエンジ

サービス(株) 

野洲支店 

TEL077-514-4170 

 

 
2021 年式で、72

時間程度稼動す
る。 
なお、空調設備

やエレベーター等
多くの電力を要す
る設備は稼働しな
い。 

 
３日間程度は、

電力を節約しなが
ら業務遂行が図れ
るよう、節電を徹
底する。 
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電 

話 

等 

 

 

 

多 

様 

な 

通 

信 

手 

段 

の 

確 

保 

 

1.電話の現状 

（一般回線以外） 

※災害時優先電

話は発信機能を

重視しており、

公表はしない。 

 

 

 

 

 

 

2.庁内交換機 

(1)交換機の有無 

(2)交換機の利用 

不能の可能性 

(3)交換機の転倒 

防止対策 

(4)交換機故障時 

の通話可能性 

 

 

3.代替通信手段 

確保状況 

(1)非常時優先電 

 話 

(2)衛星携帯電話 

(3)その他 

 

 

 

 

 

 

1.災害時優先電 

話3回線（ISDN回

線） 

①077-586-2176

（介護保険課に設

置のFAX番号） 

②077-586-2200

（企画調整課に設

置のFAX番号） 

③077-587-4033

（総務課に設置の

FAX番号） 

2. 

(1)有 

(2)有（停電、電話

線の断線） 

(3)有（ﾎﾞﾙﾄ固定） 

 

(4)有（故障時の復 

旧は,保守業NTT 

西日本0120-355-

422へ委託） 

3. 

 

(1)有（上記1のと

おり） 

(2)無 

(3) 移動系無線シ

ステ（MCA）、

緊急速報メー

ル、Ｌアラート 

（災害時情報共有

システム）等 

 
有線通信（イン

ターネット通信を
含む）では、停電
や断線による交換
機や電話が使用不
能となる。 

 
交換機は、停電

時に対応できるよ
う予備電源を設置
しており、約24時
間程度は利用でき
る。 
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県
防
災
行
政
通
信
シ
ス
テ
ム
（
多
様
な
通
信
手
段
の
確
保
） 

 

1.停電時の電 

源確保 

(1)専用の非常

用発電機 

 

 

 

 

(2)設置場所 

 

 

 

2.故障時の対 

 応 

(1)故障防止対 

策の実施状

況 

 

 

 

 

 

 

（2）故障時の 

復旧 

 

 

 

 

 

 

1. 

 

(1) ラジエータ冷 

却方式（軽油）発 

電機 1 基を設置。 

2006 年式で、 

軽油 48ℓで 72 時 

間程度稼動する。 

(2)浸水の可能性 

＝無 

揺れによる転倒

＝無 

2. 

 

(1)2 週間に 1 回、 

自動運転による 

故障診断を実施 

している。 

滋賀県が契約 

している保守業 

者による点検を 

毎年実施してい 

る。 

(2)故障診断によ 

り異常を感知し 

た場合、滋賀県 

総合政策部防災 

危機管理局 

(TEL077-528-

3436）からの連絡 

により、システム 

等の調整を行う。 

 

 

 

  

定期訓練による動作

確認や防災情報シス

テムや通信手段の円

滑な活用が必要。 

 

定期的な操作訓練

の実施を行う。 
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固
定
系
デ
ジ
タ
ル
防
災
行
政
無
線
シ
ス
テ
ム(

多
様
な
通
信
手
段
の
確
保) 

 

１．停電時の 

電源確保 

(1)非常用発電 

機等 

 

 

 

 

 

 

 

(2)設置場所 

 

 

 

 

 

2．故障時の 

 対応 

(1)故障防止対

策の実施状

況 

 

 

(2)保守点検業 

 者 

 

 

 

1. 

 

(1) 子局： 

補助バッテリ 

ーにより７２時 

間程度稼動する。 

  親局： 

非常用発電機 

で 72 時間程度 

稼動する。 

 

(2)浸水の可能性 

親局＝無  

子局＝有 

揺れによる転倒 

親局＝無  

子局＝有 

2. 

 

(1)毎週金曜日に 

自動運転による 

定期放送をして 

いる。 

 

(2)㈱富士通ゼネ 

ラル 

TEL072-333-9000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

暴風や降雨により

音声がかき消される

場合がある。 

防災行政無線の操

作方法の習熟。 

 

防災行政無線の放

送内容を複数の情報

手段へ一元化し、自

動配信する。（音声

文字：防災アプリ、

文字：ＬＩＮＥ、メ

ール、電話、ｆａ

ｘ、ホームページ、

Lアラート） 

電話対応ﾀﾞｲﾔﾙ

(077-586-3040)を設

け、周知する。 

防災行政無線の操

作訓練の実施を行

う。 
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情
報
シ
ス
テ
ム
（
重
要
な
行
政
デ
ー
タ
の
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
） 

                            

 

1.サーバ等の

設置状況 

(1)サーバ等の 

設置場所 

(2)施設条件 

 

(3)転倒・ 転 

落防止対策 

 

2.利用不能の

可能性 

 

 

3.停電時の対

応 

(1)非常用発電 

機の有無 

 

 

 

 

4. 重要データ 

のバックアッ 

プ状況 

(1)バックアッ 

プ保管場所 

(2)バックアッ 

プデータに 

よる再起動

作業の所要

時間 

 

 

 

 

 

1. 

 

(1)庁内及びｸﾗｳﾄﾞｾ

ﾝﾀｰ 

(2)浸水の危険性＝

無 

(3)有 

 

 

2.火災による利用 

不能の可能性があ 

る。 

 

3. 

 

(1)無 

 サーバー室内の

主要な設備は別途

無停電装置で保護

されている。 

 

4. 

 

 

(1)遠隔バックアッ 

プ体制確立済み。 

(2)未算定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 庁舎非常用発電

機の給電範囲内で 

の端末使用となる。 

 レーザープリン

ターでの印刷は大

量の電力を必要と

するため、発電機

が稼働しても運用 

制限が必要。 

 発電機が停止し 

た場合は、1時間以

内にサーバー室内 

機器が停止る。 

 

 

重要な行政データ

を分散保存するた

め、クラウドバック

アップセンターやク

ラウドデータセンタ

ーを活用している。 

コンピュータシス

テムの保守事業者と

「災害時における基

幹系業務継続に関す

る協定」を締結して

いる。 

また、「おうみ自

治体クラウド災害協

定」をクラウド関係

事業者と締結し、本

市が被災した場合の

システム復旧及び事

業継続についての協

力体制を構築してい

る。 

施設は耐震構造

で、サーバラック等

の転倒防止策を施し

ている。 

河川の氾濫等によ

る水害対策として、

サーバ室を2階に設

置している。 
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5.機材・ネッ 

トワーク故障 

時の対応（故 

障時の復旧方 

法） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.事務機器等 

の利用可能性 

(1)パソコン・ 

ＯＡ機器 

 

(2)庁内メール 

 

 

(3)インター 

ネットメー 

ル 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. ネットワーク 

構築・保守事業者 

トーテックアメ 

ニティ(株) 京滋事

業所 

TEL077-564- 

9770 

緊急TEL 052- 

533-6912 

 

仮想統合基盤構 

築保守事業者 

京都電子計算(株)  

TEL077-241-5573  

緊急TEL 077- 

572-6377 

 

6. 

 

(1)商用電源回復ま 

で全面使用不可 

 

(2)商用電源回復ま 

で全面使用不可 

 

(3)商用電源回復ま 

で全面使用不可 

 

 



31 

 

エ
レ
ベ
ー
タ
ー 

 

1.被災・停電 

時の運用（利 

用可能性） 

 

 

 

2.停電時の対

応 

(1)閉じ込め等 

発生時の対 

応 

 

 

 

 

 

 

(2)停電時のエ 

レベーター 

の方式 

 

(3)故障時の復 

旧方法 

(4)災害時技術 

者派遣協定

等の締結 

(5)故障防止対 

策 

 

1.自家発電設備で 

の稼働は不可。 

 保守点検業務委 

託に、24時間常時 

監視と迅速な対応 

を締結している。 

2. 

 

(1)中央監視装置に 

より保守業者が対 

応。 

（日立ビルシステ 

ム彦根サービスス 

テーション 

TEL0749-24-0090 

緊急070-4506-

1886） 

(2)自動着床装置 

により最寄階に 

停止。火災の場合 

は、1階に停止。 

(3)保守業者による

対応。 

(4)無 

 

 

(5)定期点検によ

る。 

 

外部電源回復まで

全面利用不可。 

 

外部電源供給後、

正常に稼働するよう

点検を実施する。 

 

空 

調 

 

1.被災・停電

時の運用 

(1)利用可能性 

 

 

 

 

1. 

 

(1) .自家発電設備 

での稼働は不可。 

 

 

 

外部電源回復まで

全面利用不可。 

 

 

 

外部電源供給後、

正常に稼働するよう

点検を実施する。 
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(2)依存する資

源（ガス等） 

3.停電時の対

応 

(1)故障時の復 

旧方法 

(2)災害時技術 

者派遣協定 

等の締結 

(3)空調停止時 

の影響スペ

ース 

(4)故障防止対 

策 

依頼業者（ダイ

キン工業㈱ 

TEL0120-88-1081  

FAX0120-07-0881 

 

 

 (2)無 

※西別館のみガス 

3. 

 

(1)保守業者による 

復旧。 

(2)無 

 

 

(3)電算室、無線室 

 

 

(4)無 

 

【北部合同庁舎・中主防災コミュニティセンター】 

区分 項目 現状 課  題 対 応 策  

電 

力 

1.非常用発電機 

(1)発電方式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)設置場所 

1. 

(1) ラジエータ冷 

却方式（軽油）発電 

機 1 基を設置。 

2002 年式で、軽

油７５ℓで５時間

程度稼動する。中

主防災ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ

内の非常照明、誘

導灯、上下水道課

に配電。 

予備電源設備は

30 分程度稼動す

る。 

(2)浸水の可能性 

 

停電時は限られた

設備で一定時間しか

稼動せず、ほとんど

のシステムがダウン

する。 

3 日分は稼働する

燃料の備蓄が必要。 

 

燃料予備タンクや

蓄電設備の整備を検

討する。 
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(3)発電機の起 

動方法 

(4)冷却水確保 

の体制 

(5)燃料確保の 

体制 

(6)庁内での電 

力配分（非常 

用発電機活 

用時） 

(7)保守点検業 

 者 

＝無 

揺れによる転倒 

＝無 

(3)自動起動 

 

(4)未確立 

 

(5)未確立 

 

(6) 中主防災ｺﾐｭﾆﾃ 

ｨｾﾝﾀｰ内の設備に 

配電 

 

(7)スターエンジサ

ービス㈱野洲支店 

TEL077-514-4170 

FAX077-581-0790 

電 

話 

1.電話の現状

（一般回線以

外） 

2.庁内交換機 

(1)交換機の有 

 無 

(2)交換機の利

用不能の可

能性 

(3)交換機の転 

倒防止対策 

(4)交換機故障 

時の通話可

能性 

 

1. 無 

 

 

2. 

(1)有 

 

(2)有（停電、電話

線の断線） 

 

(3)有（ﾎﾞﾙﾄ固定） 

 

(4)有 

保守業者・大和 

電設工業㈱滋賀支

店 

TEL 077-564-3322 

 

 

 

 

有線通信では、断

線による交換機や電

話が使用不能とな

る。 

 

交換機は、停電時

に対応できるようﾗｰ

ｼﾞﾊﾞｯﾃﾘｰを設置して

おり、約3時間程度

の利用が可能。 

無線システムを活

用する。 
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エ
レ
ベ
ー
タ
ー 

1.被災・停電時

の運用 

（利用可能性） 

2.停電時の対応 

(1)閉じ込め等発

生時の対応 

 

 

 

 

 

 

 

(2)停電時の 

エレベータ 

ーの方式 

(3)故障時の復

旧方法 

(4)災害時技 

術者派遣協 

定等の締結 

(5)故障防止 

対策の実施 

状況 

1.商用電源回復ま 

で全面利用不可。 

 

2. 

(1)中央監視装置に 

より保守業者が対 

応。 

（三菱電機ﾋﾞﾙﾃｸﾉ 

ｻｰﾋﾞｽ㈱ 関西支社 

滋賀支店 

TEL077-564-8168 

緊急同番で情報ｾﾝ 

ﾀｰに自動転送） 

(2)自動着床装置に 

より最寄階に停止。 

 

(3)保守業者による

対応。 

(4)無 

 

 

(5) 定期点検によ

る。 

 

外部電源回復まで

利用不可。 

 

外部電源回復後

に、正常稼働するよ

う点検を実施する。 

空 

調 

1.被災・停電時

の運用 

(1)利用可能性 

 

(2)依存する資源

（ガス等） 

 

2.停電時の対応 

(1)故障時の復 

旧方法 

 

1. 

 

(1)商用電源回復ま 

で全面利用不可。 

(2)無 

 

 

2. 

(1)保守業者による

復旧。 

ダイキン工業㈱

 

外部電源回復まで

利用不可。 

 

 

外部電源回復後

に、正常稼働するよ

う点検を実施。 
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 (2)災害時技 

術者派遣協 

定等の締結 

(3)空調停止 

時の影響ス

ペース 

(4)故障防止対 

策 

 

TEL0120-88-1081 

FAX0120-07-0881 

(2)無 

 

 

(3)サーバ室（上下

水道課） 

 

(4)無 

 

【総合防災センター】※東消防署と一体管理 

区分 項目 現状 課  題 対 応 策 

電 

力 

 

1.非常用発電機 

(1)発電方式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)設置場所 

 

 

 

(3)発電機の起 

動方法 

(4)冷却水確保 

の体制 

(5)燃料確保の 

体制 

1. 

(1)水冷式（軽油）発

電機 1 基を設置。 

非常用設備全体

をカバーし、2013

年式のディーゼル

発電で、燃料は地

下タンクに 6,000ℓ

を確保している。

全出力 292kw／h

（83.7ℓ）で、72 時

間程度の稼動。 

(2)浸水の可能性 

＝無 

揺れによる転倒 

＝無 

(3)自動起動（停電

時のみ） 

(4)ﾗｼﾞｴｰﾀ方式 

 

(5)未確立 
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(6)庁内での電 

力配分（非常 

用発電機活用 

時） 

 

 

2.蓄電装置 

(1)蓄電方式 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)設置場所 

 

 

 

(3)蓄電装置の

起動方法 

 

(4)電力配分 

 

(5)故障等緊急 

対応 

 

(6)保守業者 

 

 

 

 

 

 

 

(6)全施設に配分 

ヤンマーエネル 

ギーシステム㈱ 

発電カスタマサ 

ポート部 

TEL06-4690-8158 

2. 

(1)ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池ﾓ 

ｼﾞｭｰﾙ、ﾊﾟﾜｰｺﾝﾃﾞｨ 

ｼｮﾅｰ。(2014 年式)

全非常用設備を 

カバーし、太陽光 

発電機で充電。 

全出力 2,109w／h 

で約24時間程度の 

稼動を確保。 

(2)浸水の可能性 

＝無 

揺れによる転倒 

＝無 

(3)常時稼動 

※停電時には、再

稼動要 

(4)非常用設備全 

体をカバー。 

(5)(株)GS ユアサ

京都営業所 

TEL075-312-0609 

(6)橋本電気設備管 

理事務所 

TEL077-587-3164 

FAX077-587-3790 
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エ
レ
ベ
ー
タ
ー 

1.被災・停電時 

の運用 

（利用可能性） 

2.停電時の対応 

(1)閉じ込め等発

生時の対応 

 

 

 

 

 

 

 

(2)停電時のエ 

レベーター

の方式 

 

(3)故障時の復 

旧方法 

(4)災害時技術 

者派遣協定

等の締結 

(5)故障防止対

策の実施状

況 

1.商用電源回復ま

で 

全面利用不可。 

2. 

(1)遠隔監視点検装 

置により保守業者 

が対応。 

東芝ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ㈱ 関 

西支社 

TEL075-371-7144 

緊急0570-783-243 

24時間体制で技術

職員の派遣 

(2)自動着床装置に 

より最寄り階に停 

止。火災の場合は 

、1階に停止。 

(3)保守業者による

対応。 

(4)無 

 

 

(5) 定期点検によ

る。 

 

外部電源回復ま

で、利用できない。   

 

 

外部電源供給後、

正常に稼働するよう

点検する。 

空 

調 

1.被災・停電時

の運用 

(1)利用可能性 

 

(2)依存する資

源（ガス等） 

2.停電時の対応 

(1)故障時の復

旧方法 

 

 

1. 

 

(1)商用電源回復ま 

で全面利用不可。 

(2)無 

 

2 

(1)保守業者による 

復旧。 

保守業者 

ダイキン工業㈱ 
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(2)災害時技術

者派遣協定

等の締結 

(3)空調停止時

の影響スペ 

ース 

(4)故障防止対

策 

TEL0120-88-1081 

(2)無 

 

 

(3)電算室 

 

 

(4)無 

 

 

【野洲防災センター】※災害用備品等の備蓄・保管のみ 

区分 項目 現状 課  題 対 応 策 

電 

力 

1.非常用発電

機 

1.無 

 

  

電 

話 

1.電話の現 

状（一般回線

以外） 

2.庁内交換機 

1.無 

 

 

2.無 

無線ｼｽﾃﾑの構築。 

 

 

 

 

■必要な物資等の現状と対策 

【本館・別館・西別館・北部合同庁舎】 

区分 項目 現状 課  題 対 応 策 

執
務
環
境 

1.什器等の転

倒防止対策 

2.書架等の 

扉開放防止 

対策 

3.ガラスの 

落下・飛散 

防止対策の 

実施状況 

1.未実施 

 

2.未実施 

 

 

3.未実施 

 

 

 

 

什器等の転倒防

止、書架等の扉開放

防止対策、ガラスの

落下・飛散防止への

取り組み。 

天井からの吊り下

げ物の安全確認。 

  

天井の落下防止。書

架等の転倒防止、飛

散防止フィルムの貼

り付け、書類の整理・

積み上げ防止の徹底

をする。 
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職
員
用
の
飲
料
水
・
食
料
、
毛
布
等 

1.飲食料品の

備蓄 

(1)食料 

（１日３食×

３日分） 

 

 

 

 

 

(2)飲料水 

（１日２ℓ×

３日分） 

(3)食料 

（１日３食 

×３日分） 

2.寝具等 

1. 

 

(1) 

地域防災計画によ 

り職員用主食として 

1200 食／１日分を 

備蓄目標とする。 

その他の食料は、

流通備蓄により確

保。 

(2)無 

 

 

(3)無 

 

 

2.無 

 

職員用として備蓄

できていない。 

 

 

職員用として備蓄

する。 

参集者には、１日

分の食料・水の持参

を呼びかける。 

 

 

 

 

消 

耗 

品 

等 

 

 

 

1.コピー印刷 

用紙、トナー 

(1)印刷用紙の 

確保状況 

 

 

 

(2)トナーの確 

保状況 

 

 

2.トイレッ 

トペーパー 

の確保状況 

1. 

 

(1)常時A4サイズを 

100箱とA3サイズ50 

箱を東別館に保管。 

半数になった時点で 

補充する。 

(2)保守サービスに含 

まれているため、予 

備保管は各機1～2  

個程度 

2 .2週間程度の備蓄

を行う。 

(60ロール×2箱) 

 

 

 

 

 

定期的な在庫管理

が必要。 

 

必要量の算定と定

期的な補充を行う。 

納入業者と災害時

の納品を確認する。 
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５－４．本館が使用できなくなった場合の代替施設の特定           
 

災害対策本部を市役所本館の２階庁議室に設置するが、被災により庁舎が使用

できない場合は、野洲市総合防災センター（野洲市辻町４８８）を代替施設とす

る。 

 

５－５．指揮命令系統の確立                       

 

災害時において、迅速かつ的確に業務を遂行・継続するには、職員の確保とと

もに、指揮命令系統の確立が重要となる。 

このため、長期出張あるいは被災により業務に従事できない等の理由により、

責任者が不在の場合であっても、組織として適切に意思決定が行えるよう、あら

かじめ権限委任の方法を定めておく。 

 

（１）指揮命令系統の確立方法 

○ 所属の責任者との連絡が取れない場合、意思決定に係る権限は、あらか 

じめ定めた順位で代行者に委任する。 

〇 責任者が本庁へ参集できない状況にあっても、連絡手段が確保され、責 

任者の指示を仰ぐことが可能な場合には、権限の委任は行わない。 

○ 責任者と連絡が取れない場合には、代行者はあらかじめ定められた方法 

により権限の委任を受け、責任者の権限や職務を代行する。 

 

（２）権限委任順位 

「地域防災計画 震災対策編」の規定に従い、本部長（市長）が不在又は連

絡不能の場合の職務代理順位者は、次のとおり。 

また、第３順位以下については、「野洲市長の職務を代理する職員を指定す

る規則」第 2 条第 2 号の条文を準用し、部長の職にあるもののうち号給の上位

者とする。 

 

■市長（副市長）の権限委任順位 

第１順位 第２順位 

副市長 市民部長（危機管理監） 

 

（３）各部検討事項 

円滑に権限を委任し指揮命令系統を確立するため、必要に応じて、各部にお 

いて、以下の検討を行う。 
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■各部検討事項（必要に応じて定める事項） 

○ 権限委任を定める責任者の範囲は、原則として課長以上は必須とし、そ 

れ以外の職員は、職務の内容や不在時の影響等を考慮して定める。 

○ 代行者が数多くの非常時優先業務に関与するなど、業務負荷が非常に高い 

と考えられる場合は、業務付加等を考慮して代行者を設定する。 

○ 責任者が有する全ての権限や職務を一人で遂行することが困難な場合は、 

代行者を定めた後に、権限や職務を別の者に部分的な委任を検討する。 

 

５－６．県との情報連絡及び受援体制                       

（１）県との情報連絡体制 

  発災直後は、市の業務が逼迫し、県への被害情報の報告が困難になることが

想定されるため、被害情報の収集、応援職員や支援物資のニーズ把握等を目的

として県災害対策本部（滋賀県危機管理センター内）から、「本部支援連絡

員」１名と災害地方本部（滋賀県南部土木事務所内）から「地方本部情報連絡

員」１名の合計２名を受け入れる。 

  ○本部支援連絡員 

市からの応援要請、市が必要とする応援職員や支援物資のニーズを収集し、応 

援・受援にミスマッチが生じないよう県本部に報告する。 

  ○地方本部情報連絡員 

   市の災害対策本部から情報を収集し、災害地方本部への迅速な報告と防災情報 

システムに被害情報等を入力、あるいは補助を行う。 

 

（２）県からの支援 

市からの支援要請又は、県が支援の必要があると判断した場合には、県か

ら派遣される「被災市町支援チーム」を受け入れ、応援職員や支援物資のニ

ーズ把握等により災害対策本部運営や避難所運営、住家被害認定調査等の早

期実施に向けた初動対応の支援業務を担う。 

 

       第６章．業務継続体制の向上                     

６－１．職員に対する教育・訓練                       

計画の実効性を確保するには、職員一人ひとりが災害時の役割や活動資源に

制約があることを、平常時から理解を深め、発災時には速やかに行動できるよ

う対応能力を向上させることが求められる。 

このため、業務継続体制の向上に向け、日頃より全庁的及び各所属におい

て、計画的に教育・訓練を実施し、職員及び組織的な対応能力の向上と新たな
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課題の発見や非常時優先業務の見直しを行う。 

 

■訓練（計画的に実施） 

○ 避難訓練 ⇒ 職員の避難、来客等の避難誘導 

○ 連絡訓練 ⇒ 緊急連絡先への連絡、緊急連絡網での連絡 

○ 参集訓練 ⇒ 勤務時間外の参集、配備基準に基づく配備体制 

○ 図上訓練 ⇒ 業務継続計画等に基づく災害応急対策業務実施の手順確認 

○ 意思決定訓練 ⇒ 事前又は訓練中に付与される情報に基づく行動訓練 

 

６－２．計画の点検・見直し                   

本計画は、発災時に速やかに機能する計画とするため、定期的に計画の実効

性等を点検し、訓練等により抽出した問題点等を踏まえて、継続的に点検・見

直しを行う。 

 

■業務継続計画の継続的な改善のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６－３．非常時優先業務を遂行するためのマニュアルの整備等    

 （１）地域防災計画及び野洲市防災初動マニュアルの見直し 

本計画の策定を踏まえ、地域防災計画及び災害時の参集や緊急初動期の応急

活動の手順について定めた野洲市防災初動マニュアルの見直しを行う。 

 （２）災害時受援計画の活用 

本計画の策定を踏まえ、内閣府が取りまとめた「市町村のための人的支援

の受入れに関する受援計画作成の手引き」に沿って、本市だけでは対応でき

ない事態に他の自治体や関係機関など多方面からの支援を最大限生かすた

め、人的、物的支援の受入れ手順やその役割など、受援に必要な体制の整備

を目的とした「野洲市災害時受援計画」を活用し、非常時優先業務の円滑な

実施を図る。 
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